参考様式２

地域医療介護総合確保事業（医療分）　実績報告チェックリスト
	
	県への提出書類
	確認項目
	☑

	1
	実績報告書
	
	□

	2
	事業実績報告書（別紙（１））
	・事業実績は具体的に記載すること

（例）会議や研修会の開催回数、参加人数等

・事業計画書に記載のない事業は補助対象外となるため、記載しないこと
	□

	3
	所要額精算書（別紙（２））
	・知事の承認を得ずに経費の区分を越える変更が行われた場合は、補助限度額以内であっても補助対象外となる場合があるので留意すること
	□

	4
	取得財産調書（別紙（３））
	・施設や設備の記載漏れがないか注意すること
	□

	5
	歳入歳出決算書（見込）の抄本
	・収入において県補助額が反映されているもの
	□

	6
	事業の詳細が確認できる書類の写し（施設整備）
	・工事内訳書や設計書の写し
・計画図面の写し

・改修（既存の施設の改築や増築等）の場合は改修前後の施設図面の写し

・検査済証等の工事の完了が確認できる書類の写し
	□

	7
	事業の詳細が確認できる書類の写し（設備整備）
	・具体的な設備の仕様や備品の内容が分かる写真、納品書の写し
	□

	8
	事業の詳細が確認できる書類の写し（委託料）
	・事業の一部を委託する場合は、契約書、具体的な内容や成果品が確認できる書類の写し
	□

	9
	事業の算出根拠が確認できる書類の写し（人件費）
	・給与明細証明書や労働条件通知書等の金額が確認できる書類の写し

・従事割合を用いる場合は、従事割合の根拠が確認できる資料（出勤簿、業務日誌等）の写し
	□

	10
	事業の算出根拠が確認できる書類の写し（人件費以外）
	・見積書、契約書、請求書等の算出根拠が確認できる書類の写し
・入札の状況が確認できる書類（実施しなかった場合はその理由を説明する資料）
・銀行振込受領書や領収書等の支払額及び支払日が確認できる書類の写し
	□


※１　実績報告の際に１部を県に提出し、同じものを申請者側でも保管すること

※２　交付申請書に記載のない内容や経費は補助の対象にならないため留意すること
※３　事業に係る関係書類は補助事業が完了した日の属する年度の終了後５年間保管しなければならない
※４　不明な点は自己判断せず、県に相談すること
